
本市の農業は小規模な経営で、多くの農地は山間部に散在し、農業従事者の高齢化や担い手不足、遊休農地の増加等の問題が生じている。また近年、
開発団地における高齢化や、都市回帰等による人口減少が進んでおり、郊外都市としての魅力が求められている。そこで、都市圏に近接しながらも豊かな
自然環境を有する本市の立地条件を活かし、地産地消の推進による地域の活性と地域情報の発信等による交流人口の増加促進を図る交流拠点を整備
します。

地元産の農産物を提供する仕組みに加えて、特産品の販売等に努めることで市内事業者の活性化を図ってい
く。さらにエリア全体の魅力向上を図り交流人口の増加促進を図る。

今後の
方向性

地産地消の仕組みを充実する農業
元気創造都市

施
策
の
大
綱

環境経済部農林課

事業： 地域活性・交流拠点整備事業 1467
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整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

02第3章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

レストランやイートイン工房などで地元産の農産物を提供する仕組みがで
きている。A

指定管理者による管理業務内容を見直し、少ない経費で今以上の効果が
期待できる見込みがあり、さらなる効率性を高めることが期待できる。

A
B

B

目

標

地産の食材を使ったレストランをオープンさせ、指定管理者、関係各課、関係団体、周辺施設と協議しながら、ソフト事業
の充実を図る。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

201,867

167,444

2.50

0.00

45,287

58,959

28,500

34,698

一人あたり

世帯あたり 4,269

1,851

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

640,189

109,221

224,476

249,400

57,092

669,223

3.40

0.00

14,143

6,060

-472,745

-63,934

-165,517

-220,900

-22,394

-467,356

-0.90

0.00

-9,874

-4,209

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

A

A
A

A

人件費

公債費

内
訳

19,382

15,041

事業費（決算額） 167,444

26,119

2,915

640,189

-6,737

12,126

-472,745 (千円)

 (千円)

 (千円)
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